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概　要
本稿では、幼児期の発達課題である自己制御機能について、「養育者・保育者との関連」では養育者・保

育者評定で検討しているものを、「対人場面との関連」では、幼児評定で検討しているものに分類し、概観
した。養育者が関連した自己制御機能の研究では、直接的に幼児に関わっている「養育態度」を介した研究
が多く、いずれも養育者の関わりが幼児の自己制御機能に影響を与えている。他方、保育者が関連した研究
は少なく、保育者が子どもの様子を判断するものとなっており、直接的な関わりを検討したものはあまり見
られない。本稿は、幼児の対人場面における自己制御機能の研究で、現在明らかにされている、幼児自身が
「自己主張」「自己抑制」を認知することで自己制御機能が高まることについて、さらに生活場面での実際の
視点を加え動向を整理し展望することを目的とする。とりわけ対人場面において、「自己主張をする」と認
知しながらも、相手に対しての遠慮や、自分自身がどのようにふるまえばよいのかがわからず行動に移せな
い場合もある。保育において、幼児の自己制御機能に「大人」という存在を中心に子どもの生活世界が広が
ることを踏まえ、保育を豊かにする視点として保育内容をとらえる。
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１．はじめに

近年、認知能力と称されるものの高さだけが、個人の
適応を高めるわけではないことを示唆する研究知見が相
次いで報告されている（遠藤、2017）。その一つとして
Heckman & Rubinstein（2001）は、個人の賃金の高低に
関して、高校卒業者、高校中退者、高校卒業の資格保有
者の比較をした。結果、認知能力のみでは賃金の差を説
明できないとし、個人の認知的ではない能力の重要性を
示唆している。このように、認知能力のみならず、認知
能力ではない側面「非認知的能力」への関心が高まって
いる。
幼児期の中核的な発達課題として、自己制御機能があ

げられる。その背景に、乳児期では、子どもの欲求や要
求に基く行動は、おおむね親をはじめとする養育者や保
育者によって基本的に受容されるが、幼児期になると、
動作や行動がそれ自体で問題にされるのでなく、何のた
めにそれをし、他者にどういう影響をもたらすのかを意
識することが要求され、社会的、対人的意味が問われる

ことが考えられる（岡本、2005）。
幼児の自己制御機能には、「自分の意思や欲求を明確

に持ち、これを他人や集団の前で表現し主張する」とい
う自己主張的側面と、「集団場面で自分の意志や欲求を
抑制・制止しなければならないとき、これを抑制する」
という自己抑制的側面とがあり、幼児はこの２つの側面
を持ち合わせて、自己を表出していく（柏木、1988）。
そこで、自己制御機能を「欲求や感情をそのとき自分が
置かれた状況を考慮した上で、抑制するべきときには抑
制し、主張するべきときには適切な方法で主張する能力」
と定義する（鈴木、2005）。
本稿では、社会性の一つとして挙げられる幼児期の自

己制御機能の発達についての研究を概観する。なお、該
当する研究は多数存在し、すべてにおいて言及すること
は難しい。ここでの動向は、筆者の視点で選択したもの
である点を了承いただきたい。
自己制御機能に関する研究を、①養育者・保育者との

関連②対人場面との関連の２つに分類した。①は、幼児
の自己制御機能に関して、養育者・保育者が評定する内
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容の研究であり、②は、幼児対象に、対人場面において
の自己制御機能を測定しているものである。まずは、養
育者・保育者との関連についての研究を概観していきた
い。

２．自己制御機能に関する研究動向

①－1．養育者との関連に関する研究
森下（2000）は、家庭での幼児の自己制御機能に対し

て、母親の養育態度と養育スタイルがどのような影響を
与えるかについて検討している。男児の場合、年中児で
は、母親の受容的態度が自己主張を育むことが示された。
しかし、年長児では、一貫した結果は得られていない。
これは、母親の受容的態度が幼児の自己制御機能を必ず
しも高めるという訳ではないことを示唆している。女児
の場合は、母親の受容的態度が、幼児の自己抑制を育む
ことが示された。さらに、母親の統制的態度は幼児の自
己主張の発達に、力中心の養育スタイルは自己抑制と自
己主張の発達に共にマイナスの影響をもたらす危険性が
あることが示唆されている。
一方、戸田（2006）の研究では、幼児の自己主張に影

響を与えている養育態度は過保護と、甘やかしで、思い
やり行動に影響を与えている養育態度は過保護であり、
どちらもマイナスの影響を与えていた。つまり、幼児の
自己主張については、母親が心配するあまり、結果的
に幼児の行動を自分の思い通りにさせようとする過保護
や、幼児の言いなりである、甘やかしといった養育態度
がマイナスの影響を及ぼしていることが明らかにされて
いる。森下（2000）の研究では、母親の統制的態度や力
中心の養育スタイルが幼児の自己主張にマイナスの影響
を与えていた。しかし、戸田（2006）の研究では、統制
的な養育態度と捉えることのできる過保護と、過度な受
容の養育態度と捉えることのできる甘やかしがマイナス
の影響を与えている。これらの研究により、幼児の自己
制御機能の発達を疎外する母親の養育態度が明らかにさ
れたのだが、戸田（2006）の研究では、甘やかしといっ
た過度な受容的養育態度も、マイナスの影響を与えてい
ることから、両研究の結果は異なっていることと言える。
中道・中澤（2003）は、父親、母親の養育態度をそれ

ぞれ調査し、幼児の攻撃行動との関連を検討し、両親の
養育態度の組み合わせによる幼児の攻撃行動の違いを検
討している。結果、報復的攻撃行動は、父親が権威主義
的養育態度をとる場合に高くなり、両親の組み合わせに
ついては、両親がともに権威主義的養育態度をとる幼児
は、攻撃行動が最も多く、両親が権威的養育態度である
幼児は攻撃行動が最も少ない傾向が見られた。
尾崎・小野（2007）の研究では、父母の養育態度が幼

児の自己制御機能にどのような影響を与えるかについて
検討している。結果、幼児の自己抑制に対して、父親の
非難的養育態度が影響を与えており、特に男児に対して、
父親が非難的である方が、自己抑制は低いことが示され

ている。しかし、幼児の自己主張については、父母の養
育態度の影響は見られなかった。さらに、母親の養育態
度に関しては、幼児の自己主張、自己抑制との間に影響
は見られなかった。
このように養育者の養育態度と幼児の自己制御機能と

の関連については様々な知見が提示されているが、統一
的な見解が打ち出されているわけではない。その要因の
一つとして、養育者の心理状態が影響していると考えら
れる。
鎌倉・小堀・坂田・鈴木・藤本・糸井（2000）は、幼

児の自己制御機能に影響を与える要因として、母親の不
安傾向と幼児の気質を想定して研究している。結果、幼
児の自己制御機能には、幼児期の気質と母親の特性不安
が影響していた。
また、前田（2018）は、母親の養育態度と育児不安

が幼児の自己制御機能に影響しているのかを研究してい
る。結果、幼児の自己抑制に関しては、母親の育児不安
が高い場合に比べて低い場合、さらに、母親の養育態度
が権威的な場合に、幼児の自己抑制得点が高くなること
が明らかになった。自己主張に関しては、養育態度と育
児不安の交互作用が有意であった。育児不安が高い場合
であっても、母親の養育態度が権威的であれば、幼児の
自己主張得点の高さは維持されることがわかった。さら
に、権威主義的養育態度の母親の場合、育児不安が高い
と、幼児の自己主張得点が一層低下することが明らかに
なった。
これらの研究から、幼児の自己制御機能を検討する際

には、養育者の心理状態の背景として、育児不安にも着
目する必要があることが明らかになった。
①－2．保育者との関連に関する研究
関・松永（2005）は、幼児の自然観察場面と実験場面

での向社会的行動と自己制御機能との関連を研究してい
る。この研究では、幼児の自己制御機能について、保育
者が評定している。結果、自然観察場面で、自己主張、
自己抑制がともに高いと保育者から評定された幼児は、
他の幼児に比べ、他児に対して自発的な向社会的行動を
多く行うことが示されている。また、自己主張より、自
己抑制が高いと、依頼に応える向社会的行動に関連して
いた。
養育者が関連した自己制御機能の研究では、直接的に

幼児に関わっている「養育態度」を介した研究が多く、
いずれも養育者の関わりが幼児の自己制御機能に影響を
与えている。一方、保育者が関連した研究は少なく、保
育者が子どもの様子を判断するものとなっており、直
接的な関わりを検討したものは筆者の知る限り見られな
い。現代は、就学前はほとんどの子どもが、幼稚園・保
育所（園）へ通っていることから、保育者の関わりも影
響することは十分考えられる。今後検討の余地があろう。
②対人場面との関連に関する研究
伊藤・丸山・山崎（1999）は、幼児によって認知され
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た自己制御機能の認知タイプと向社会的行動との関連を
研究している。自己制御機能の認知に関する評定は、幼
児評定用を用いており、評定には、図版と話で教示して
いる。向社会的行動は、２人以上で行われている仲間と
の遊びを自然観察し、自己制御機能の個人差を、自発的
行動・依頼に応えた行動を自主性の観点として区別して
いる。結果、自己制御認知のタイプを、自己主張・自己
抑制が共に高い両高型、自己主張が高く、自己抑制が低
い主張型、自己主張が低く、自己抑制が高い抑制型、自
己主張・自己抑制が共に低い両低型の４つに分類できる
ことが示された。自己主張も自己抑制もすると認知して
いる幼児（両高型）は、自発的な向社会的行動を多く行
い、自己主張はするが自己抑制はしないと認知している
幼児（主張型）は、仲間からの援助を依頼される機会が
少ないことが示された。
この研究では、自己制御機能の認知には個人差があ

り、そしてその個人差が向社会的行動に関連しているこ
とを明らかにしている。自己制御機能を認知することが
向社会的行動に繋がっていることといえる。
鈴木（2005）は、幼児の自己調整機能を自己抑制的

側面と自己主張的側面に着目した。そして、実験課題と
仮想課題の二つを用いて、自己抑制行動と自己主張行動
の関連と、その発達的変化を検討している。４～６歳児
を対象とし、実験課題の自己抑制状況では、魅力的なお
もちゃを用いて、それに触れてはいけないという状況と
設定し、自己主張状況として、そのおもちゃで遊ぶ約束
をするが守られない状況として設定している。仮想課題
では、３枚の絵からなるストーリーを用いて、自己抑制
状況と自己主張状況を各２題ずつ作成している。ストー
リーにおいて、３つ（行動・自己主張・自己抑制）の反
応の選択肢が与えられている。結果、仮想課題と実験課
題で一貫して状況一致反応を示す人数において、自己抑
制状況では、４歳児は少なく６歳児に多い傾向があった。
一方、自己主張状況では、年齢差は有意でなかった。６
歳児になると、「自己主張する」と認知しながらも、相
手への遠慮や、どのように自己主張したらよいのかとい
う迷いから自己主張しない、という子どもに分かれてい
た。このように、仮想課題では状況に応じた反応を示し
た対象児も実験課題では自己主張をすることが難しいと
いう可能性が示されている。
長濱・高井（2011）は幼児期によく見られる場面とし

て、物の取り合い場面を想定し、幼児における自己調整
機能の発達を自己主張、自己抑制、自他調整の３つの側
面から検討している。自他調整能力とは、相手の欲求も
考慮しながら自己を主張していく側面である。対象児は、
３～５歳児である。物の取り合い場面については、仮想
課題を用いて、自分が遊んでいた玩具が取られてしまう
自己先取場面、他児が遊んでいる玩具で遊びたくなる他
者先取場面、他児と同時に玩具を見つける対等場面の３
場面を想定させて、自分ならばどのように対応するかを

口頭と選択肢で回答を求めている。結果、口頭回答につ
いて自他調整の回答が３歳児では有意に少なく、５歳児
には多く見られる傾向があった。場面差においては、自
己先取場面よりも、対等場面において自他調整が有意に
増加していた。さらに、５歳児の自他調整の回答は多様
にあり、中でも「先行」「後行」という自分と他者が交
互に物を使う交代行動を積極的に提案していた。自己主
張は、４歳児、５歳児において他者先取場面で対等場面
より自己主張が増加することが示された。口頭回答では
「依頼」という方法が多く見られている。また、他者先
取場面では３歳児の自己主張が少なかった。３歳児では、
他者先取の場面では無回答が多く、どのように対処をす
ればよいのかわからない様子が窺える。選択回答におい
ては、自己先取場面で、３歳児は「玩具を取る」といっ
た「行動的主張」が多く、５歳児ではあまり見られない
ことが示されている。
これらの研究から、幼児自身が「自己主張」「自己抑

制」を認知することで自己制御機能が高まることを示唆
している。しかし、鈴木（2005）が述べているように、
場面において、「自己主張をする」と認知しながらも、
相手に対しての遠慮や、自分自身がどのようにふるまえ
ばよいのかがわからず行動に移せないという状況もある
ことも否めない。さらに、長濱ら（2011）は、口頭回答
での自他調整において出現した様々な方略は、大人に
よって示されたり、子ども同士の相互交渉で形成された
りするものではないかと考えている。これらは、幼児の
自己制御機能に関して、「大人」という存在が大きく影
響しているものと考えられる。

３ ．幼児の生活世界をひろげる視点：保育内容「人
間関係」「言葉」「環境」

2018（平成30）年４月１日施行の保育所保育指針
（2017）、幼稚園教育要領（2017）、幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領（2017）は、就学前教育においては
じめて３法令が同一改訂（定）され、幼児教育において
育みたい資質・能力が示されている。
「人・もの・こと」と関わり世界をひろげていく幼児
は、これらの関わりを豊かにすることで自己が育まれて
いく。自己主張を基盤として、自己抑制、自己制御、自
己実現し、適応をすすめる幼児について、とりわけ自己
表現を保障する言葉の獲得に関する領域「言葉」との関
係では、内容の取り扱い（1）にその必要性が述べられ
ている。『言葉は、身近な人に親しみをもって接し、自
分の感情や意志などを伝え、言葉は、身近な人に親しみ
をもって接し、自分の感情や意志などを伝え、それに相
手が応答し、その言葉を聞くことを通して次第に獲得さ
れていくものである』時に、保育者という大人の存在な
くして自己表現の保障はない。また、自己表現から自己
主張への発達については、人との関わりに関する領域で
ある「人間関係」に、まずは『保育者（保育士、教師）



56

等との信頼関係に支えられて自分自身の生活を確立して
いくことが人と関わる基盤』であるので、保育者との信
頼関係あっての子ども同士の人間関係の発達が明示され
ている。さらに、身近な環境との関わりにかんする「環
境」では、『周囲の様々な環境に好奇心や探究心をもっ
て関わり、それらを生活に取り入れていこうとする力を
養う』ことがねらいとなっている。
保育所保育指針（2017）は、これらの学びの基礎が乳

児期からあることを踏まえ、０歳児からの保育内容をま
とめている。発達過程を乳児、１歳以上３歳未満児、３
歳以上と区分し、「乳児からの働きかけを受容、応答的
に関与する環境」と「乳児が好奇心を持つような環境構
成」と整理し、いずれにおいても保育者という生活世界
をつなぐ存在としての大人の重要性を指摘している。
幼児の自己制御機能の発達について、大人が重要な存

在になる時に保育の場においては、保育者自身がそれぞ
れの保育内容の視点を改めて確認すると、自己表現から
自己主張、抑制、制御、実現という自己の発達を健やか
に育むことが期待される。

４．まとめ

本稿では、幼児期の発達課題である自己制御機能につ
いて、「養育者・保育者との関連」では養育者・保育者
評定で検討しているものを、「対人場面との関連」では、
幼児評定で検討しているものに分類し、概観した。
幼児の自己制御機能は様々な要因が関連し、影響を受

けていることがわかる。幼児にとって、「大人」の存在
は大きく、自己の表出の仕方に多岐にわたり影響してい
る。現代の日本では、小学校に入学する前にほぼ100％
の子どもが幼稚園または保育所（園）へ通っている。そ
して、幼稚園・保育所の環境や保育者の関わりが子ども
の社会性の発達に大きな影響を及ぼしていることは、一
般に共通理解されているといえよう（渡辺・伊藤・杉村 , 

2008）。
Howes& Olenick（1986）は、「家族との関係性」だ

けでなく、「保育者の関わり方」や「保育環境」の質な
どが子どもの社会的行動に影響を及ぼすと考えている。
保育者は「意味のある他者（significant others）」とし
て子どもの傍らにおり、意図的無意図的に社会性を育
み、子どもと社会を結びつける（西山 , 2006）。これら
から、保育者との関わり合いは、幼児期の「他者との関
与」の中でも、大きな影響を与えることが予期される。
Kontons&WilcoxHerzog（1997）は、保育者の行動が幼
児の社会的コンピテンスに与える影響を検討した。結果、
仲間の存在、保育者の応答性は正の影響を及ぼしており、
保育者の存在は負の影響を及ぼしていた。保育者が詳細
な言葉かけをし、親密に関わることで社会的コンピテン
スが高まることがわかる。反面、保育者の存在が負の影
響を与えていることは、背景として保育者が中心となっ
て遊びを展開するなど、精神面での支配をしている可能

性も考えられる。社会的コンピテンスとは、さまざまな
対人的状況において、社会的に是認された方法を用いて
効果的な相互交渉を行う能力である（柴田 , 1995）。これ
は、自分自身が環境にどう適応し、有能性を発揮してい
くのかに繋がり、自己制御機能にも通ずる。
本稿は、幼児期の自己制御機能に関する研究動向を概

観していくなかで、「保育者」という存在が大きく影響
していることを改めて確認した。これらを踏まえ、幼児
期に影響を与える他者の一人として「保育者」の行動・
態度に着目すること、そして子どもの発達と学びをとら
える視点として「人間関係」「環境」「言葉」を自己制御
機能の発達という視点でとらえることが保育を豊かにし
ていくであろう。
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